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て、まずはその実態を把握することを第 1 の目的として、IR 室を創設する大学もいくつか
出てきた。しかし、中退についての実態把握は、ようやく緒についたばかりの段階であり、
ほとんど解明が進んでいない状態にあるといえる。とくに、その全国的状況については、文
部科学省による 2007 年度と 2012 年度を対象とした、先述の調査をほとんど唯一の資料と
して、実態に接近できるにすぎない。





第 2 に、2007 年度では、「経済的理由」による中退は 14.0％であった。そして、それ以
外の理由による中退は、「学業不振」12.7、「学校生活不適応」5.1％、「就職」14.4％、「転
学」14.9％、「海外留学」0.9％、「病気・けが・死亡」6.1％、「その他」31.5％であった4）。



















































なども考慮して、国立大学４校と私立大学 15 校の、計 19 校を調査対象校として選定した。





































































































































ワークスタディを実施している。私立大学でそれを実施しているところは、約 3 分の 1 で













等までの距離が 200km 以上の学生である。そして、道外出身学生については上限 2 万円、








②通学助成制度：公共交通機関利用者について、年額 45,000 円を最大 4 年間（合計で
最大 18 万円）助成。
③家賃（賃貸住宅）助成制度：大学所在市内の賃貸住宅を利用する学生について、年額
9 万円を最大 4 年間（合計で最大 36 万円）助成。
2015 年度のこの制度の利用者数を挙げておけば、特別推薦優遇制度、通学助成制度でそ































ば、全大学生に占める、JASSO 奨学金受給率は、1996 年度には 17.2％であった。それがそ
の後、2006 年度における 0.1％規模の微減を唯一の例外として、2012 年度まで急激に増加
し、47.5％に達した。しかし、2014 年度には 46.8％と減少に転じ、2016 年度には 42.1％
にまで低下している。
そのような認識などを背景として、6 割近くの大学（今回の調査対象とした 19 大学中、
11 大学）11）が、給付型奨学金の導入や授業料減免補助金の拡大を要望している。さらに、
そのうちの 6 大学については、第 1 種奨学金（無利子）のさらなる増額・対象者枠拡大を
あわせて要望している。
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【付記】 本研究は、小林雅之〈編〉『平成 27 年度 文部科学省大学改革委託推進事業「経済的理由に
よる学生等の中途退学の状況に関する実態把握・分析等及び学生等に対する経済的支援の在り方
に関する調査研究」報告書』（2016 年）の、「第 3 章 大学訪問調査」の内容を大幅に加筆・修正
したものである。
